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令和 4年 9月 14日 

各 位 

会 社 名 株式会社アビスト 

代表者名 代表取締役社長 進  勝博 

（コード：6087、東証プライム） 

問合せ先 経営管理本部 広報部長 大島 昂祐 

（TEL 0422-26-5960） 

 

完全子会社の吸収合併に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、令和 5年 1月 27 日を合併効力発生日として、当社の完全子会社で

ある株式会社アビストＨ＆Ｆ（以下、「アビストＨ＆Ｆ」という。）を吸収合併（以下、「本合併」という。）

することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は当社の完全子会社との間で行う吸収合併であるため、開示事項及び内容の一部を省略して

開示しております。 

 

 

記 

 

１．本合併の目的 

アビストＨ＆Ｆは当社グループの美容・健康商品製造販売事業を行ってまいりましたが、管理機能強化及

び営業支援による収益性の改善、保有資産の運用の最適化を目的として、当社がアビストＨ＆Ｆを吸収合併

することといたしました。 

なお、本合併につきましては、令和 4 年 12 月 23 日開催予定の第 17 期定時株主総会にて「合併契約承認の

件」として付議し、承認可決されることを条件としております。 

 

 

２．本合併の要旨 

（１）合併決議取締役会       令和 4年 9月 14 日 

    合併契約締結日        令和 4 年 12 月 23日 

   子会社の合併承認臨時株主総会 令和 4年 9月 27 日 

   当社の合併承認定時株主総会  令和 4年 12月 23 日 

合併の予定日（効力発生日）  令和 5年 1月 27日 

 

（２）本合併の方式 

     当社を存続会社とする吸収合併方式によるものとし、アビストＨ＆Ｆは解散いたします。 

 

  （３）本合併に係る割当の内容 

     当社の完全子会社との吸収合併のため、本合併による新株式の発行及び資本金の増加並びに合併交

付金の支払いはありません。 

 

   （４）本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

         アビストＨ＆Ｆは、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 
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３．本合併当事会社の概要（令和 3 年 9月 30 日時点） 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

① 名称 株式会社アビスト 株式会社アビストＨ＆Ｆ 

② 所在地 東京都三鷹市下連雀三丁目 36番 1号  熊本県菊池市七城町蘇崎字十三部

1365番地 8 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 進 勝博 代表取締役社長 石井 祐吾 

④ 事業内容 設計開発アウトソーシング事業等 美容・健康商品製造販売事業 

⑤ 資本金 1,026 百万円 80 百万円 

⑥ 設立年月日 平成 18年 3 月 17日 平成 25年 3 月 15日 

⑦ 発行済株式総数 3,980,000株 465,000 株 

⑧ 決算期 9 月 30日 9 月 30日 

⑨ 大株主及び持株比率 進 勝博            16.33% 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）          8.33% 

ＢＢＨ ＦＯＲ ＦＩＤＥＬＩＴＹ Ｐ

ＵＲＩＴＡＮ ＴＲ： ＦＩＤＥＬＩ

ＴＹ ＳＲ ＩＮＴＲＩＮＳＩＣ ＯＰ

ＰＯＲＴＵＮＩＴＩＥＳ ＦＵＮＤ

(常任代理人株式会社三菱 UFJ 銀行) 

              6.53% 

ＡＢＩＳＴ社員持株会     5.95% 

日本生命保険相互会社        2.51% 

株式会社アビスト         100% 

⑩ 直前事業年度の財政状態

及び経営成績 
令和 3年 9月期（連結） 令和 3年 9月期 

純資産 6,141 百万円 199百万円 

総資産 8,410 百万円 488百万円 

１ 株当たり純資産 1,543円 27銭 429円 82 銭 

売上高 9,021 百万円 235百万円 

営業利益 439百万円 △6百万円 

経常利益 617百万円 △7百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
669百万円 △8百万円 

１ 株当たり当期純利益 168円 27 銭 △18円 

※令和 4 年 9月期第 2 四半期連結累計期間中に OEM品の一部品質不適合による損失を計上しております。 

詳細は令和 4年 8月 10日開示「令和 4年 9月期第 3四半期決算短信」P.9をご参照ください。 

 

４．本合併後の状況 

本合併による、当社の名称、所在地、代表者、事業内容、資本金及び決算期の変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社の完全子会社との吸収合併であるため、連結業績への影響は軽微であります。また、本合併

により連結対象の子会社がなくなる予定であるため、当社グループは、令和 5 年 9 月期第 2四半期より非連結

決算に移行する予定です。非連結決算に移行後の令和 5 年 9 月期個別業績予想につきましては、改めて算出の

うえ、公表する予定です。 

以 上 


